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１．はじめに�

　わが国では，人口減少と少子高齢化社会という

人口の波の下，地方分権の推進，高齢化社会への対

応，多様化する住民ニーズへの対応，生活圏の広

域化への対応，そして危機的な財政状況下にある

地方自治体の効率性の向上等を目的として，平成

の市町村合併（以下，「合併」）が推進された（註１）．

その結果，わが国の市町村数は，平成11年３月末

の3,232（市670，町1,994，村568)から平成22年３

月末には1,727（市786，町757，村184）と46.6％

減少した．北海道においても，合併に向けた取り

組みが各地で行われ，市町村数は，平成11年３月

末の212（市34，町154，村24）から平成22年３月

末には179（市35，町129，村15）と15.6％減少し

た．しかし，その減少率は，大阪府2.3％，東京

都2.5％，神奈川県10.8％に次いで低い減少率に止

まった．�

　北海道では，2007年３月に財政再建団体となっ

た夕張市に代表されるように，従来から旧産炭地

域等を始めとして多くの自治体が危機的な財政状

況にあったことに加え，地方交付税への依存度が

高い自治体が多かったため，国の三位一体の改革

による地方交付税の減少により財政状況が厳しさ

を増していた．そのため，合併による行政コスト

の削減と合併特例債を始めとする国の支援への期

待等もあり，都府県同様，各地域で合併に向けた

議論や住民投票が行われた．��

　しかし，都府県と比較して合併が進まなかった

要因には，自治体間の財政状況の格差等を始めと

する政治経済的な要因に加え，北海道の自治体は，

都府県の自治体と比較して，１市町村当たりの人

口が少なく，また１市町村当たりの面積が大きい�

�

北海道における市町村合併と自治体歳出額への影響�
�

吉　本　　　諭・原　　　　　勲・近　藤　　　巧�
�

�

Municipality Mergers and the Influence on Local Government Expenditure�
in Hokkaido��

�

Satoshi YOSHIMOTO，Isao HARA and Takumi KONDO�
�

Summary�
�

　　In Japan, as the population is decreasing and society is aging with a declining birthrate, many local gov-
ernments have worked on what are termed the“Great Mergers of the Heisei Era,”aiming at efficient fiscal 
management. But this goal was not able to be achieved through municipality mergers in Hokkaido to the 
same extent as it was in other regions. One reason for this may be that the municipalities in Hokkaido cover 
such wide areas.�
　　In this paper, we used the Cobb-Douglas annual expenditure function considering population and area 
for a simulation analysis of: (1) the effects of population and area on the amount of annual expenditure per 
person of the population, and (2) the influence of municipality mergers on the amount of annual expenditure 
in the 22 regions in Hokkaido where such mergers were completed.��
　　The results showed that the influence of area on the amount of annual expenditure per person of the 
population in Hokkaido is stronger than in other regions, and that there are both municipalities in Hokkaido 
where expenditure cuts were expected due to a municipality merger and those where such cuts were not ex-
pected.
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第２図　１市町村当たりの面積比較�
資料：総務省広域行政・市町村合併ＨＰ．�
　　　国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村
　　　別面積調」．�
註：市町村数は1999年と2010年，面積は1998年と2009
　　年の数値より算出．�
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第１図　１市町村当たりの人口比較�
資料：総務省広域行政・市町村合併ＨＰ．�
　　　総務省「住民基本台帳人口移動報告」．�
註：市町村数と人口ともに1999年と2010年の数値より
　　算出．�

600

400

200

0

1999年　　2010年�

単位：‡/市町村�

北海道� 都府県�

394
466

97

190

という特徴を有していたため，合併した場合，住

民への均質な行政サービスの提供が現状以上に困

難になることへの不安や行政コストの削減があま

り見込めない状況にあったこと等が影響したもの

と考えられる．�

　さて，合併による歳出額への影響を検討した先

行研究には多くの実証研究がある．その中でも，

自治体の歳出額に影響する要因として面積や地理

的条件に着目した研究に林（2004），塚井他（2005）

等がある．�

　林（2004）は，1995年の全国の2,564町村デー

タを活用した人口と面積に関するコブ・ダグラス型

歳出関数の推計結果をもとに，九州地域の合併重

点支援地域の指定を受けている町村を対象として

合併前後の歳出額の変化を推計している．塚井他

（2005）は，中国地方の市町村データを活用した確

率的フロンティアモデルの推計結果から，標高が

高いほど，高齢化が進展しているほど，可住地人

口密度が少ないほど，役場までの平均距離が遠い

ほど歳出額が増加することを指摘している．しか

し，合併に際して面積や地理的条件が重要な課題

として挙げられる北海道を対象として，これらの

要因を考慮した研究は寡聞ながら見受けられない．�

　本稿では，北海道における市町村合併と自治体

歳出額への影響分析として，平成の市町村合併を

実施した北海道内の22地域を対象として，人口と

面積を考慮した歳出関数により合併後の歳出総額

をシミュレーションし，合併前後の歳出総額の変

化について考察する．�

�

２．市町村の人口当たり歳出額と人口・面積との

　関係�

　北海道の市町村を対象として，人口当たり歳出

額と人口・面積との関係についてみる．分析にあ

たり，北海道「市町村別の財政状況（179市町村の

平成21年度普通会計決算値）」から政令指定都市

である札幌市と異常値を示す夕張市を除く，北海

道内177市町村の人口と歳出総額のデータを使用

する（註２，註３）．ただし，面積については，資料の

関係上，平成20年度のデータを使用する．�

　１）人口当たり歳出額と人口との関係�

　人口１人当たり歳出額と人口との関係について，

人口１人当たり歳出額（千円／人：対数値，Ｃ’）と

人口（人：対数値，Ｎ）との散布図からその関係

を示す関数型を求めた結果∏式が得られた．�

　C’＝0.0573N2 －1.4193N ＋14.8218 ……∏�

　　　（6.6752）（－8.6056）（18.9507）�

自由度調整済決定係数 R2＝0.7764，（　）内は t値，

F値＝306.6（1％有意），サンプル数N＝177

第３図　人口当たり歳出額と人口との関係�
資料：北海道「平成21年度の市町村の財政状況」．�
註：札幌市と夕張市を除く，北海道内177市町村デー
　　タより推計．�
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　この結果，市町村の人口が多くなるほど，人口

１人当たり歳出額は小さくなる関係にあることが

確認できた．つまり，合併により１市町村の人口

が増加すれば，１人当たり歳出額は減少すると想

定される．ちなみに，人口規模が24.3万人で人口

１人当たり歳出額は42万円と最小になる．�

　２）人口当たり歳出額と面積との関係�

　人口１人当たり歳出額と面積との関係について，

人口１人当たり歳出額（千円／人：対数値，C’）

と人口１万人当たり面積（‡／万人：対数値，A’）

との散布図からその関係を示す関数型を求めた結

果π式が得られた．��

　C’＝0.2953A’＋4.9917 ……π�

　　（19.2588）（53.3692）

自由度調整済決定係数 R2＝0.6776，（　）内は t値，

F値＝370.9（1％有意）， サンプル数N＝177�
�

　この結果，市町村の人口当たり面積が広くなる

ほど，人口１人当たり歳出額は大きくなる関係に

あることが確認できた．つまり，合併により１市

町村の人口当たり面積が広くなれば，１人当たり

歳出額は増加すると想定される． �

�
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�

３．市町村合併による自治体歳出額の変化��

　１）地域総歳出�

　今，同質的な２つの自治体（ＡとＢ）を考え，

Ａの人口をnA，Ｂの人口をnBとする．これら自治

体の規模は小さく，両者の人口を合計した規模に

おいても，人口の限界歳出は逓減すると仮定する．

第５図はＡの人口を左から右に，Ｂの人口を右か

ら左に測っており，横軸の長さは両地域の固定さ

れた総人口 N（＝nA＋nB）に対応している．また，

縦軸で測られる各地域の歳出水準は，Ａについて

はOACA，ＢについてはOBCBと与えられている．

なお，上方に位置する逆Ｕ字型の曲線は，OACA

とOBCBを垂直に足し上げた地域総歳出TCである．�

　ここでＡとＢは同質であるから，両地域の人口

も等しいと仮定される．従って，現状の人口分布

では地域総歳出は最も高い値TC*を示す．第５図

から理解できるように，この場合，ＡもしくはＢ

に人口が偏ることによって，地域総歳出を減少さ

せることが可能となり，いずれかの地域に人口が

集中することによって地域総歳出は最小になる．�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　２）合併による歳出額の変化�

　しかしながら，市町村合併は住民が居住地を変

えることなく行政区域が拡大することにある．よ

って，市町村合併には人口の増加とともに，必然

的に行政区域(地域面積)の拡大をともなう．�

　第６図には，自治体Ｂが自治体Ａに吸収合併さ

れることを考える（同質的な地域を前提としてい�
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第４図　人口当たり歳出額と面積との関係�
資料：北海道等「平成20・21年度の市町村の財政状況」
　　　（人口・歳出総額は21年度，面積は20年度）．�
註：札幌市と夕張市を除く，北海道内177市町村デー
　　タより推計．�
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第５図　２自治体を想定した地域総歳出�
資料：林（2004：p.146）．�

第６図　市町村合併による地域総歳出の変化�
資料：林（2004：p.147）．�
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るためＡとＢの区別は実際関係ない）．同質的な

地域の合併により行政面積と地域人口は合併によ

ってともに２倍となるから，この合併によって歳

出曲線OACAは，「収穫一定」ならばOAF，「収穫

逓減」ならばOAI，「収穫逓増」ならばOADへ移

動する．合併前の地域総歳出TC*と比較して，合

併後の地域総歳出は，同質的な自治体同士の合併

の場合，「収穫一定」であれば変わらず，「収穫低

減」であれば減少し，「収穫逓増」であれば増加

することとなる（註４）．�

�

４．北海道における実証分析��

　本稿では，林（2004）の分析手法を参考として，

北海道における実証分析を試みる．�

　１）北海道における歳出関数の推計�

　北海道における人口と面積に関する地方歳出の

「収穫」の度合いをデータによってみる．その場

合，人口Ｎ，面積Ａを説明変数とした次のような

コブ・ダグラス型の歳出関数を考える．�

　C＝φNα Aβ ……∫�
�

　φ，α，βは，それぞれのパラメータであり，∫

式を対数変換した場合，αとβはそれぞれが関わ

る変数の弾力性となる．この場合，α＋β＝１な

らば「収穫一定」，α＋β＞１ならば「収穫逓増」，

α＋β＜１ならば「収穫逓減」となる．したがって，

これら２つのパラメータ値を推定することができ

れば，人口と面積の相対的な歳出に与える影響を

確認できることとなる．�

　分析に使用するデータは，北海道・財団法人北

海道市町村振興協会「平成15年度市町村の財政概

要」にある市町村毎の人口，面積，歳出総額とし

た．なお，北海道では函館市の合併が平成16年度

（平成16年12月１日合併）と最も早い．よって，

その前年度の平成15年度のデータを使用すること

とした．また，平成15年度のデータは，合併前の

212市町村のデータが掲載されているが，政令指

定都市である札幌市は自治体規模が大きいため，

札幌市を除く211市町村のデータを用いて分析す

ることとした（註５）．そこで∫式を変形し，ª式か

らパラメータを推計した．�

　
lnCi＝lnφ＋αlnNi＋βlnAi＋ui ……ª

�

�

　平成15年度の北海道211市町村のデータを用いて，

歳出総額Ｃを被説明変数，人口Ｎ，面積Ａを説明

変数とするコブ・ダグラス型の歳出関数を推計し

た結果，º式の通りとなった．��
�

　lnC＝0.6515lnN＋0.1202lnA＋9.2114 ……º�

　　　（44.0416）（5.6859）（55.7777）�

自由度調整済決定係数R2＝0.9088，（　）内は t値，

F値＝1,046.9（1％有意），サンプル数N＝211��
�

　α＝0.6515，β＝0.1202は，t値等から判断して

正の有意な値となり，人口と面積のそれぞれの増

加が自治体歳出額を増加させることを示している．

また，α＋β＝0.7718＜1となり，「収穫逓減」の状

況となっている．統計的な検定においても，一次

同時α＋β＝１の帰無仮説は棄却された（註６）．�

　２）人口及び面積の増加倍率と歳出額の関係�

　実際の合併では，完全に同質的な自治体は存在

しないため，この結果から即，合併により１人当

たり歳出額の減少につながるとは言えない．ただ，

α＝0.6515，β＝0.1202という値の組み合わせは，合

併において，面積が人口に対してかなりの割合で

増えない限り，１人当たり歳出額が増加しにくい

ことを意味している．この関係をもう少し詳し

く確認してみる．今，自治体の歳出関数Ｃを人口

Ｎ，面積Ａで表し，�

�C＝φNαAβ�
�

とすると１人当たり歳出額C’は，�

　C’＝C/N＝φNα-1Aβ
�

となる．ここで人口と面積が特定の値N0および

A0となる場合の1人当たり歳出額C0’は，��

　C0’＝φN0
α-1A0

β

�

と与えられる．ここで，人口をｋ倍，面積をｒ倍

にすると，�

　φ(kN0)α-1 (rA0)β＝kα-1rβ (φN0
α-1A0

β)＝kα-1 rβC0’
�

となる．従って，kα-1 rβC0’から，�
�

①　kα-1rβ＞1→ rβ＞k1-α→r＞k(1-α)/β ならば，始めの

　１人当たり歳出額 C0’より合併後の１人当たり

　歳出額は増大し，�
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②　kα-1rβ＝1→rβ＝k1-α→r＝k(1-α)/β ならば，始めの

　１人当たり歳出額 C0’と，合併後の１人当たり

　歳出額は変化せず，�
�

③　kα-1rβ＜１→rβ＜k1-α→r＜k(1-α)/β ならば，始めの

　１人当たり歳出額 C0’より合併後の１人当たり

　歳出額は減少する．�
�

　そこで，º式の推計結果（α＝0.6515，β＝0.1202）

を用いて，北海道における人口及び面積の増加倍

率と１人当たり歳出額との関係を描いてみた（第

７図）．その結果，合併によって人口が２倍にな

った場合，面積が7.5倍以上にならないと合併後

の１人当たり歳出額は増加せず，また，人口が３

倍になった場合は，面積が24.1倍以上にならない

と１人当たり歳出額は増加しないことが示された．

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　参考として，林（2004）の1995年の全国の町村

データによる分析結果では，合併によって人口が

2倍になった場合は面積が約13倍以上，また人口

が３倍になった場合は面積が約58倍以上にならな

いと１人当たり歳出額は増加しないことが示され

ている．分析の対象年次等は異なるが，分析結果

を比較すると，北海道の場合は全国と比較して，

合併による１人当たり歳出額への面積の影響が相

対的に大きいと言える．�

　３）合併による歳出額の変化�

　平成の市町村合併で，北海道で現在までに合併

した地域は22ある．この22地域を対象として，合

併前後の歳出総額の決算実績値変化と，º式の歳

出関数のパラメータを基に推計した合併による歳

出総額シミュレーション値を比較した．シミュレ

ーション値の推計では，平成15年度（合併前）の

関係旧市町村の人口と面積の集計値を用いている

（第１表）．�

　市町村合併前の平成15年度歳出総額の決算実績

値と，合併後の歳出総額のシミュレーション値を

比較すると（第１表の歳出総額の比率②÷①），

合併した22地域のうち，函館市（0.61），釧路市

（0.65），北見市（0.77），岩見沢市（0.77）など

の自治体間の規模格差が大きい合併ほど歳出額が

低下するいうシミュレーション結果となっている．

つまり，合併後，人口の多い市部の効率的な行政

運営へシフトする可能があることを示唆している
（註７）．一方，小規模自治間の合併では，歳出面に

おける合併効果が出にくい結果となっており，逆

に増加するとシミュレーションされている地域も

ある．このような結果は，第１図，第２図でみた

とおり，１市町村当たりの人口が少なく，１市町

村当たりの面積が大きい北海道では，都府県と比

較して合併による歳出削減効果が表れにくく，合

併が進まなかった要因になったと考えられる．�

　市町村合併前の平成15年度歳出総額の決算実

績値と，合併後の平成21年度歳出総額の決算実

績値を比較すると（第１表の歳出総額の比率③÷

①），0.90～1.10の間にある自治体が多いことが

わかる．これは，合併当初の初期費用や合併特

例債を活用した建設事業に加え，合併したから

といって，すぐにこれまでの地域の行政運営を大

きく変えることは地域住民の生活を考えると困難

であることを意味していると考えられる．そのた

め，現時点では合併による歳出削減効果は限定

的と考えられる．�

　さらに，合併による歳出総額シミュレーション

値と，合併後の平成21年度歳出総額の決算実績値

を比較すると（第１表の歳出総額の比率③÷②），

とくに，函館市（1.61），釧路市（1.52），岩見沢

市（1.29），北見市（1.25）と自治体間の規模格差

が大きい合併ほど，予想された歳出額との乖離が

大きく，歳出削減効果が十分に表れていない．こ

れは，地域の人口が多く，合併した自治体間の規

模格差も大きいため，地域の様々な調整に時間が

必要なことを意味していると考えられる．今後，

地域のコンセンサスを得ながら，歳出削減の可能

性がある地域については，削減に向けた努力が徐々

に進んでいくものと考えられる．�
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第７図　人口・面積の増加倍率と１人当たり歳出
　　　　額との関係：北海道�
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北海道における市町村合併と自治体歳出額への影響�

５．おわりに�

　本稿では，市町村合併に際して面積や地理的条

件が重要な課題として挙げられる北海道を対象と

して，北海道において平成の市町村合併を実施し

た22地域を対象として，合併による歳出総額のシ

ミュレーションを行い，歳出総額の実績値との比

較検討を行った．分析結果から，北海道では，合

併により歳出削減が見込まれる地域と必ずしもそ

うではない地域が，多様に存在することが確認さ

れた．また，合併により歳出削減が見込まれる地

域でも歳出削減努力の途中段階であり，地域の様々

な調整に時間を必要としていることが推察される． 

　吉村（1999：p.313）が，「多様な類型を認めて，

実情にあった市町村合併を進めることが何より重

要」と指摘しているとおり，実際の合併に際して

は，地域で生活している住民の意向等に配慮した

合併を進めることが大切であり，それは合併後の

行政運営についても言えることである．現在，市

町村合併は一端終息し，人口減少・少子高齢化社

会という大きな社会経済構造の変化の中，市町村

の強みを活かした地域経営と財政基盤強化・業務

効率化を目指し，定住自立圏や自治体間の広域連

携が検討されている．今後の広域連携等の動きの

中でも，吉村が指摘していることは同様に当ては

まると考えられる． �

　残された課題としては，合併や広域連携等によ

る歳出額への影響を分析する際には，被説明変数

である歳出額の費目を細分化すること，また，説

明変数については，年齢構成（高齢化率），市町

村間距離，産業構造を考慮すること等が挙げられ

る．さらに，北海道において市町村合併が進まな

かった背景の一つに，より広域的な自治体になる

ことによる行政サービスの低下，またローカル・

コモンズ（地域的社会共通資本：Local commons）
の崩壊に対する住民不安等も大きかったと考えら

れるため，住民意識を把握する社会統計分析も必

要と考えられる．これらについては今後の課題と

したい．�

�

脚註�
（註１） 本稿では，地理的な状況を示す場合は市町村，

　　　行政運営を示す場合は自治体と表記するが，市

　　　町村と自治体は同義である．��

（註２） 本稿では，北海道・財団法人北海道市町村振

　　　興協会「市町村の財政概要」に掲載の人口，面

　　　積，歳出総額を主として使用している．なお，

　　　歳出総額は，市町村の普通会計決算値である．�

（註３） 2007年３月に財政再建団体となった夕張市の

　　　データについては，平成21年度と平成20年度の

　　　データを活用して分析した人口１人当たり歳出

　　　額と人口・面積との関係分析では除外し，平成

　　　15年度のデータを活用した歳出関数の推計では

　　　含めて分析した．�

（註４） 林（2004）では，合併して，地域人口ｎと面

　　　積ａがともにｋ倍になったときに歳出額Ｃが，

　　　ｋ倍よりも大きくなる場合を収穫逓減，ｋ倍よ

　　　りも小さくなる場合を収穫逓増としている．本

　　　稿では，内容を考慮し，歳出額Ｃがｋ倍よりも，

　　　大きくなる場合を収穫逓増，小さくなる場合を

　　　収穫低減とした．��

（註５） 林（2004）の分析に従うと，類似した規模の

　　　自治体を分析対象とすべきところであるが，本

　　　稿の分析では，全国的な実証分析と比較して対

　　　象とする自治体数が少ないことから規模別分類

　　　はせず，政令指定都市である札幌市を除く211

　　　市町村のデータを使用し分析することとした．�

（註６） 本稿における統計的検定（帰無仮説α+β=１）

　　　では，羽森（2009：pp.58～59）を参考とした．

（註７） 本稿の分析では，規模格差のある自治体合併

　　　ほど歳出総額の削減効果が見込まれるという結

　　　果になったが，林（2004：p.153）によれば，「市

　　　町村合併では，しばしば，地域の中核都市であ

　　　る市部と，その周辺地域を構成する町村との合

　　　併の場合，公共サービスや地方公務員の人件費

　　　などに格差が存在する場合が多く，合併後のこ

　　　れらの変数の変化によっては，必ずしも歳出が

　　　削減されるとは断言できない（増加することも

　　　あり得る）」ことが指摘されている．�

�

〔付記〕 本稿は，道州制道民臨調（2004）における執

　　　筆原稿をもとに，学会で個別報告した吉本他

　　　（2004），Yoshimoto（2005）についてデータ等

　　　を含め改訂したものである． �

　　　　本稿の研究過程において，林正義先生（当時：

　　　財務省財務総合政策研究所）からは丁寧なアド

　　　バイスをいただいた．また，札幌大学地域シス

　　　テム研究会（2004年）における報告では，小林

　　　好宏先生（北海道大学名誉教授），松本源太郎

　　　先生（札幌大学経済学部教授）を始め出席され

　　　た方々から貴重なご意見をいただいた．そして，

　　　投稿段階では査読者から有益なコメントをいた�
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